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議案第２１号

令和５年度泉大津市水道事業会計予算

（総 則）

第１条 令和５年度泉大津市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

⑴ 給 水 戸 数 ３６，６００戸

⑵ 給 水 人 口 ７３，３００人

⑶ 年 間 給 水 量 ８，４１５，６００㎥

⑷ 一 日 平 均 給 水 量 ２２，９９３㎥

⑸ 主要な建設改良事業

イ 配水管布設工事等 １，０８５，０７６千円

ロ 営 業 設 備 費 ８１，０７２千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第１款 水道事業収益 １，８７４，９０９千円

第１項 営 業 収 益 １，６６６，２６６千円

第２項 営業外収益 ２０８，６４３千円

支 出

第１款 水道事業費用 １，７３０，９９９千円

第１項 営 業 費 用 １，６３４，５６１千円

第２項 営業外費用 ９１，４３８千円

第４項 予 備 費 ５，０００千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本

的支出額に対し不足する額７５６，５８９千円は、当年度分消費税及び地方消費税

資本的収支調整額１０５，２３５千円、過年度分損益勘定留保資金５４８，９０８

千円及び当年度分損益勘定留保資金１０２，４４６千円で補てんするものとする。）。
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収 入

第１款 資 本 的 収 入 ６１９，６８５千円

第１項 企 業 債 ５０９，０００千円

第２項 工事負担金 ４６，８２５千円

第４項 他会計負担金 １３，８６０千円

第５項 投 資 ５０，０００千円

支 出

第１款 資 本 的 支 出 １，３７６，２７４千円

第１項 建設改良費 １，１８９，４０６千円

第２項 企業債償還金 １８６，８６８千円

（債務負担行為）

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと

定める。

事 項 期 間 限 度 額 （千円）

水道料金等検針・収

納業務、給水装置

窓口業務等委託料

令和５年度～令和８年度 ３２１，０３３

（企業債）

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと

定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

上 水 道

整 備 事 業

千円

５０９，０００ 証書借入

％

８．０以内 ４０年以内（うち据置５

年以内）年賦又は半年賦

の元金均等又は元利均等

償還。ただし、財政その

他の都合により繰上償還

又は低利に借り換えるこ

とができる。借入先に融

資条件があるときは、こ

れに従うことができる。
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（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。

⑴ 営業費用、営業外費用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

経なければならない。

⑴ 職員給与費 １５４，５６６千円

（他会計からの補助金）

第９条 福祉料金実施、児童手当に要する経費のため一般会計からこの会計へ補助

を受ける金額は、７，３５９千円である。

（たな卸資産購入限度額）

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、１７，４７８千円と定める。

令和５年２月２０日提出

泉大津市長 南 出 賢 一
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令和５年度泉大津市水道

原 水 及 び 浄 水 費

営 業 費 用

水 道 事 業 収 益

その他の営業収益

収益的収入

収 入

款 項

営 業 収 益

目

受 託 工 事 収 益

給 水 収 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

雑 収 益

加 入 金

長 期 前 受 金 戻 入

水 道 事 業 費 用

支 出

款 項 目

配 水 及 び 給 水 費

業 務 費

受 託 工 事 費

減 価 償 却 費

総 係 費

営 業 外 費 用

資 産 減 耗 費

支 払 利 息

予 備 費

予 備 費

消 費 税

雑 支 出
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事業会計予算実施計画

備 考

予 定 額 備 考

千円

及 び 支 出

収 入

諸手数料等

水道料金及びメーター使用料

受託工事等による収益

一般会計補助金

貸付金利息

消火栓維持管理費の負担金

支 出

予 定 額

千円

原水の取水及び原水を滅菌する設備の維持及び作業

に要する費用並びに受水費

配水池、配水管その他配水に係る設備並びに給水装

置に附属するメーターその他の設備の維持及び作業

に要する費用

料金の調定及び収納に要する費用

受託工事等に要する費用

固定資産の減価償却費

事業活動の全般に関連する費用

固定資産の除却費

企業債に対する利息

減価償却に伴い収益化する負担金等
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資 本 的 収 入

収 入

款 項 目

企 業 債

企 業 債

工 事 負 担 金

工 事 負 担 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 負 担 金

支 出

款 項 目

事 務 費

企 業 債 償 還 金

配 水 管 整 備 費

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

施 設 整 備 費

営 業 設 備 費

資本的収入

企 業 債 償 還 金

投 資

他会計長期貸付金
償 還 金
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建設改良費等の財源に充てるための企業債

備 考

千円

収 入

予 定 額

配水管布設替工事負担金等

消火栓設置費負担金

支 出

建設改良費に要する事務経費

病院事業会計長期貸付金償還金

予 定 額

配水管布設工事等に要する経費

配水池外面補修工事等に要する経費

備 考

千円

固定資産やメーター購入に要する経費

及 び 支 出

企業債償還元金
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(単位：千円)

（１） 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

貸倒引当金の増減額（△は減少）

退職給付引当金の増減額（△は減少）

賞与等引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入

受取利息

支払利息

資産減耗費

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

たな卸資産の増減額（△は増加）

その他流動負債の増減額（△は減少）

　　　　　　　　小計

利息の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

（２） 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

国庫補助金等による収入

一般会計及び他の特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

（３） 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増減額（△は減少）

資金期首残高

資金期末残高

他会計からの貸付金返済による収入 50,000

2,693,661

△ 1,084,240

46,825

13,860

△ 973,555

509,000

△ 186,868

△ 236,994

322,132

△ 555

465,802

2,930,655

732

△ 52,105

414,429

△ 1

1,459

2,135

△ 130,951

△ 732

52,105

27,760

1,118

6,075

△ 45

　　令和５年度泉大津市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（ 令 和 ５ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ６ 年 ３ 月 ３１ 日 ）

128,409

379,025
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１　総　　括

(  )内は、再任用短時間勤務職員数及び会計年度任用職員（パートタイム）数の外数

本年度

前年度

比較

給 与 費 明 細 書

区 分
職 員 数 給 与 費

（人） （人）

(0)

（千円） （千円）

0

法定福利費 合 計
特別職 一般職

25,088 154,566

給 料

0 25,201 156,197

15

△ 1,631

本 年 度

区 分
扶 養

（千円）

地 域 期 末 勤 勉

1,902

△ 1130

4,629 29,967

住 居

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

管 理 職 通 勤

4,668 889 1,326

720 △ 380 324

前 年 度 1,686 4,619 31,955 3,948 1,269

（千円）

区 分
時 間 外 勤 務 特 殊 勤 務 退 職 給 付 費

1,002

比 較 216 10 △ 1,988

本 年 度 4,434 308 0 10,841

合 計

（千円） （千円） （千円） （千円）

職

員

手

当

の

内

訳

比 較 306 16 0 29

前 年 度 4,128 292 0

15

0

(4)

(4)

△ 747

管 理 職 員
特 別 勤 務

58,964

10,812 59,711

（千円）

70,514

71,285

△ 771

報 酬

（千円）

0

0

0

計

（千円）

129,478

130,996

△ 1,518

職 員 手 当

（千円）

58,964

59,711

△ 747
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ア　会計年度任用職員以外の職員

(  )内は、再任用短時間勤務職員数の外数

（千円）

15

（人） （人） （千円） （千円） （千円）

753 1,326

0
(△1)

15
(2)

住 居

（千円）

△ 353 △ 3,864

本 年 度 1,902 4,361 29,033

管 理 職 員

4,374 292 0

比 較 286 0 0

58,784

29 △ 1,234

区 分
職 員 数 給 与 費

法定福利費 合 計
特別職 一般職 報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（千円） （千円）

本年度 0 0 66,080 57,550 123,630 24,018 147,648

前年度 0 0 68,357 58,784 127,141 24,371 151,512

(1)

比較 0 0 △ 2,277 △ 1,234 △ 3,511

職

員

手

当

の

内

訳

区 分
扶 養 地 域 期 末 勤 勉 管 理 職

4,668

区 分
時 間 外 勤 務 特 殊 勤 務

通 勤

4,442 31,295 3,948 1,219

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

1,002

比 較 216 △ 81 △ 2,262 720 △ 466 324

前 年 度 1,686

退 職 給 付 費 合 計

（千円） （千円） （千円） （千円）

特 別 勤 務

（千円）

10,841 57,550

前 年 度 4,088 292 0 10,812

本 年 度
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イ　会計年度任用職員

(  )内は、会計年度任用職員（パートタイム）数の外数

（千円）

0

（人） （人） （千円） （千円） （千円）

16 0

0
(1)

0
(2)

退 職 給 付 金

（千円）

240 2,233

本 年 度 268 934 136

1,414

比 較 487

区 分
職 員 数 給 与 費

法定福利費 合 計
特別職 一般職 報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（千円） （千円）

本年度 0 0 4,434 1,414 5,848 1,070 6,918

前年度 0 0 2,928 927 3,855 830 4,685

(3)

比較 0 0 1,506 487 1,993

職

員

手

当

の

内

訳

区 分
地 域 期 末 通 勤 時 間 外 勤 務

60

区 分
合 計

特 殊 勤 務

660 50 40 0

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0

比 較 91 274 86 20 16 0

前 年 度 177

（千円）

前 年 度 927

本 年 度
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2 　給料及び職員手当の増減額の明細

給与改定に 給与改定の状況
に伴う 伴う増
増加分 前年度給与改定率

一般職 %

（うち給料の改定率 % ）
給与改定実施時期　令和4年4月1日

昇給 前年度昇給に 平均昇給率 %
に伴う 係る所要額
増加分

本年度昇給に
係る所要額

その他の 異動等による減 職員数の異動状況
増減分

計

本年度 人 人 人

前年度 人 人 人

増　減 人 人 人

採用・退職の状況等
令和4年度中退職者数 0 人
令和4年度中採用者数 0 人

給与改定に 千円
に伴う 伴う増
増加分

その他の 異動等による減 退職給付費 千円
増減分

その他 千円

3 　給料及び手当の状況

（１）　職員１人当たりの給与

（２）　初　任　給

103

29

△ 1,380△ 1,351

604

0

その他

15 194

15

0

区　分 増減額(千円) 　増減事由別内訳（千円）   説　明　(千円)

給 料

△ 1,218

△ 771

△ 1,218

給与改定 36

411

備　　　　　　　　　　考

36

308

0.77

1.63

0.23

50.7 51.6

現に在職する職員数

604

0

技　能　労　務　職

19

事　務　・　技　術　職

4

平  均  年  齢（歳）

職員手当 △ 747 604給与改定

区　　　　　　　　　　　　　分

△ 1,351

令和5年１月１日　現在

164,100

技　能　労　務　職
（円） （円）

平均給与月額（円）
平  均  年  齢（歳） 49.2 50.6

424,256 376,651令和4年１月１日　現在

平均給料月額（円） 359,492 301,300

高校卒

区 分
事　務　・　技　術　職 技　能　労　務　職

一　般　会　計　の　制　度
一　般　行　政　職

302,400平均給料月額（円） 356,561
平均給与月額（円） 420,577 383,117

（円） （円）

164,100

大学卒 191,700 191,700

164,100 164,100
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（３）　等級別職員数

(  )内は再任用短時間勤務職員数の外数

（等級別の基準となる職務）

（４）　昇給

（５）　期末手当・勤勉手当

(　)は再任用職員の支給率

（６）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（７）　特殊勤務手当

（８）　その他の手当

同　　　　　　　　　　　　　　　じ
同　　　　　　　　　　　　　　　じ
同　　　　　　　　　　　　　　　じ
同　　　　　　　　　　　　　　　じ

6.313 2

6.7

12.5 2
2

（1）
18.7 16.3 4 2 12.518.7 6 4 25.0 5 1

(1)

8 - - 7 3

地　　　　　域　　　　　手　　　　　当

区 分

部長、理事職
 部次長、統括監、部参事

課 長 補 佐 職

等級
職員数構成比職員数

7

専　門　官　職
 課長、課参事職

等級
構成比

係長、総括主査職

職員数構成比
等級

職員数構成比
等級

職員数
等級

職員数

（％） （人）（人） （％） （人）

主査、主任職 職　　　　員

構成比
等級

職員数

（％） （人） （％） （人）

構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％）
等級

（％）

Ｒ5年
１月
1日
現在
15人

等級
職員数構成比 構成比

2 13.3 6

Ｒ4年

8 1 6.7

15人

4 2 13.35 33.3 5 1
1

（2）
6.7 1 23 1 6.7 2

課長補佐
区　　分 ８　等　級 区　　分 ７　等　級

13.3

１月
1日
現在

(2)

区　　分 ４　等　級

区　　分 ６　等　級
部　長　職 部長、理事 課　長　職 部次長、統括監、部参事、課長、課参事 課長補佐職

区　　分 ３　等　級
専 門 官 職 専門官 係　長　職 係長、総括主査 主　査　職 主査、主任

区　　分 ５　等　級

区 分 合　　　　　　計 事　務　・　技　術　職 技　能　労　務　職

区　　分 ２　・　１　等　級
一　般　職 職員

1

本
年
度

職 員 数 （Ａ） （人）

比　　　率 （Ｂ）／（Ａ） （％）
14 1

15 14 1
昇給に係る職 員数 （Ｂ） （人） 9 8

（人） 10

60.0 57.1 100.0
前
年
度

職 員 数 （Ａ） （人） 15
9 1

比　　　率 （Ｂ）／（Ａ） （％） 66.7 64.3 100.0
昇給に係る職 員数 （Ｂ）

区      分
支　　　給　　　期　　　別　　　支　　　給　　　率

支 給 率 計  （ 月 分 ）
職制上の段階、職務の

本　年　度 4.40 (2.30)2.250 (1.175)

備 考
６ 月  （ 月 分 ） １２ 月  （ 月 分 ） 　　級等による加算措置

有2.150 (1.125)
前　年　度 有

備 考区　　　分 ２０年勤続の者（月分）

(1.175)
4.45 (2.35)

２５年勤続の者（月分）３５年勤続の者（月分） 最高限度（月分）

47.709
定年前早期退職時特例措置

（２％～２０％加算）

その他の加算措置等

一般会計の制度 有
2.225 (1.175)
2.150

2.225 (1.175)
2.250

33.27075 47.709

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709

区　　　　　　　　　　　　分 全　　職　　種 事　務　・　技　術　職 技　能　労　務　職

47.709
定年前早期退職時特例措置

（ 支 給 率 等 ） （２％～２０％加算）
一般会計の制度

24.586875

0.20
支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ 令 和 5 年 １ 月1 日 現 在） （％） 37.5 33.3 100.0
給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 0.14 0.13

600
代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 　現場作業手当

区　　　　　　　　分

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 月 額 （円） 1,150 1,260

一　 般　 会　 計　 の　 制　 度 　と　 の 　異 　同

通　　　　　勤　　　　　手　　　　　当
住　　　　　居　　　　　手　　　　　当

4.40 (2.30)(1.125)

扶　　　　　養　　　　　手　　　　　当
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（単位：千円）

合 計 321,033 321,033 321,033

そ の 他

令和5年度
～令和8年度

321,033

水道料金等検針・
収納業務、給水
装置窓口業務等
委 託 料

321,033 321,033

金　　額 期　　間 金　　額

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　　項 限　度　額

前年度末までの支払
義 務 発 生 ( 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の
支払義務発生予定額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

期　　間 企 業 債 工事負担金国庫補助金
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１ （単位：千円）

２

　

３

４

当年度未処分利益剰余金

7,012 215,418

57,292

53,021

4,271

1,531,597

1,521,690

693,592

189,168

140

101,485

113,531

408,689

15,085

   　令 和 ４ 年 度 泉 大 津 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書 

（令　和 ４ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令　和 ５ 年 ３ 月 ３１ 日 ）

営 業 収 益

(1) 給 水 収 益 1,475,443

営 業 費 用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費

(2) その他の営業収益 56,154

(2) 配 水 及 び 給 水 費

(3) 受 託 工 事 費

(4) 業 務 費

(5) 総 係 費

(6) 減 価 償 却 費

(7) 資 産 減 耗 費

営 業 利 益

7,570

52,082

9,907

営 業 外 収 益

(1) 受 取 利 息

(2) 他 会 計 負 担 金

1,355

11,150

長 期 前 受 金 戻 入

(6) 雑 収 益

営 業 外 費 用

(3) 他 会 計 補 助 金

(4) 加 入 金

158,126

(1) 支 払 利 息

168,033

(2)

136,249

雑 支 出

経 常 利 益 168,033

(5)

前年度繰越利益剰余金 408,159

576,192

当 年 度 純 利 益
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（単位：千円）

1

イ
ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

チ

イ
ロ

　

イ
ロ

2

資 産 合 計 13,786,663

145,793
(3) 貯 蔵 品 5,601

流 動 資 産 合 計

△ 7,632
(2) 未 収 金

貸 倒 引 当 金
153,425

10,704,614

流 動 資 産
(1) 現 金 預 金 2,930,655

50,500投 資 合 計
50,000

固 定 資 産 合 計

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 出 資 金 500
病院事業会計長期貸付金

無形固定資産合計 32,123
(3) 投 資

電 話 加 入 権
庁 舎 利 用 権

834
31,289

有形固定資産合計 10,621,991
(2) 無 形 固 定 資 産

工具、器具及び備品

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定
8,712

80,727

13,785

減価償却累計額 △ 1,544,082
メ ー タ ー

減価償却累計額

216,417

66,383
車 両 運 搬 具

減価償却累計額

9,411,441

土 地
建 物 845,408

減価償却累計額 △ 411,282

390,400

434,126
構 築 物 17,025,177

　　令 和 ４ 年 度 泉 大 津 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表 
（ 令 和 ５ 年 ３ 月 ３１ 日 現 在 ）

資　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産
(1) 有 形 固 定 資 産

240,431
△ 174,048

20,857
△ 7,072

減価償却累計額 △ 7,613,736
機械及び装置 1,760,499

70,716
△ 62,004

3,082,049
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3

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

イ 退職給付引当金

4

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

イ 賞与等引当金

5

イ 長期前受金
収益化累計額

6

7

イ
ロ
ハ
ニ その他資本剰余金

イ
ロ　 当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

10,535
206,310
111,276

5,149,702

360,524

△ 4,022,496

資 本 合 計 6,833,499
負 債 資 本 合 計 13,786,663

資本剰余金合計

建設改良積立金 747,081

1,323,273

(2) 利 益 剰 余 金

576,192

剰 余 金 合 計

工 事 負 担 金 279,030

他会計負担金 13,589

1

資 本 金 合 計

剰 余 金
(1) 資 本 剰 余 金

受贈財産評価額 67,904

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 金
(1) 自 己 資 本 金

6,953,164

企 業 債

(1) 長 期 前 受 金

7,237,391

繰 延 収 益 合 計

(4) 預 り 金
流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

186,868

引 当 金
3,035,511

(2) 引 当 金

(3) 未 払 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
(1)

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

187,769

(1) 企 業 債

(2)

5,149,702

1,683,797

3,223,280

514,989

3,214,895
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切り下げの方法により算定）

（２）固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

定額法による

・主な耐用年数

建物　１３年～５０年

構築物　１０年～６０年

機械及び装置　６年～２２年

メーター　８年

車両運搬具　５年

工具、器具及び備品　３年～１５年

ロ．無形固定資産

定額法による

・主な耐用年数

庁舎利用権　５０年

（３）引当金の計上方法

イ．退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手

当の要支給額に相当する金額を計上している。

ロ．賞与等引当金

　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支

払に備えるため、当事業年度末における支給見込額等に基づき、当事

業年度の負担に属する額を計上している。

ハ．貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収

不能見込額を計上している。

（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

イ．消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

令和 ４ 年度　　注　記
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２．減損損失に関する注記

　当事業年度において、次の資産グループについて減損の兆候を認識した。

　水道事業に使用している固定資産は、その全てが一体となってキャッシュ・

フローを生成していることから、原則として全体を単一の資産グループとして

いる。また、遊休資産については個別資産ごとにグループ化している。

　上記資産グループは、取得後に用地の一部が公園として都市計画決定された

り、河川保全区域に指定されたことなどにより遊休資産化したため、減損の兆

候を認識している。

　なお、固定資産税評価額を基礎として算出した正味売却価額が帳簿価額を上

回るため、減損損失は認識していない。

３．キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　重要な非資金取引の内容

　当年度、受贈財産として計上した資産の額は、１９，３１５千円である。

４．その他

（１）退職給付引当金の取り崩し

　当事業年度において、退職手当の支給に充てるため、退職給付引当金

５，５４６千円を取り崩すこととする。

（２）賞与等引当金の取り崩し

　当事業年度において、職員の期末・勤勉手当の支給及びそれらに係る法

定福利費の支払いに充てるため、賞与等引当金１０，５４８千円を取り崩

すこととする。

（３）貸倒引当金の取り崩し

　当事業年度において、債権の不納欠損による損失を処理するため、貸倒

引当金２，１４４千円を取り崩すこととする。

泉大津市板原４０２－１他７筆

用　途 種　類 場　所
遊休資産

（配水場用地） 土地
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（単位：千円）

1

イ
ロ
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2

減価償却累計額

△ 177,814
車 両 運 搬 具

建 設 仮 勘 定

68,554

28,715

有形固定資産合計

834

無形固定資産合計

　　令 和 ５ 年 度 泉 大 津 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表 
（ 令　和 ６ 年 ３ 月 ３１ 日 現 在 ）

資　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

減価償却累計額

有 形 固 定 資 産

建 物
土 地

機械及び装置

構 築 物

1,635,044

減価償却累計額

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 出 資 金

電 話 加 入 権
無 形 固 定 資 産

メ ー タ ー

工具、器具及び備品

20,857
△ 9,463

△ 58,062

△ 7,924,181

△ 1,395,584
249,926

18,008,000

(1)

貯 蔵 品

資 産 合 計

△ 7,587
(3)

貸 倒 引 当 金

現 金 預 金

投 資 合 計

151,966

流 動 資 産 合 計

(2) 未 収 金

500

流 動 資 産

(1)

(2)

(3)

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

11,352,294

庁 舎 利 用 権

固 定 資 産 合 計

11,394

10,492
91,141

投 資

390,400

423,427

10,083,819

239,460

72,112

14,195,936

11,322,245

29,549

500

2,693,661

144,379
5,602

845,408
△ 421,981

2,843,642
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3

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

イ 退職給付引当金

4

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

イ 賞与等引当金

5

イ 長期前受金
収益化累計額

6

7

イ
ロ
ハ
ニ その他資本剰余金

イ
ロ 当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

3,164,854

7,234,028

3,547,870

521,304

3,354,026

193,844

190,485

12,670

110,721

7,309,545

14,195,936

資本剰余金合計

剰 余 金 合 計

704,601

資 本 合 計

5,149,702

△ 4,144,691

負 債 資 本 合 計
6,961,908

繰 延 収 益

預 り 金

1,812,206

(1)

流 動 負 債 合 計

建設改良積立金

(2)

企 業 債
固 定 負 債

(4)
未 払 金

引 当 金

引 当 金

207,428(3)

企 業 債
流 動 負 債

(1)

(1)

固 定 負 債 合 計

資 本 剰 余 金

(2) 利 益 剰 余 金

剰 余 金

受贈財産評価額

(2)

負　　債　　の　　部

資 本 金 合 計

工 事 負 担 金

13,589

資　　本　　の　　部
資 本 金

(1)

自 己 資 本 金(1)

他会計負担金

5,149,702

1,451,682

360,524

負 債 合 計

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

1

747,081

67,904
279,030
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切り下げの方法により算定）

（２）固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

定額法による

・主な耐用年数

建物　１３年～５０年

構築物　１０年～６０年

機械及び装置　６年～２２年

メーター　８年

車両運搬具　５年

工具、器具及び備品　３年～１５年

ロ．無形固定資産

定額法による

・主な耐用年数

庁舎利用権　５０年

（３）引当金の計上方法

イ．退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手

当の要支給額に相当する金額を計上している。

ロ．賞与等引当金

　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支

払に備えるため、当事業年度末における支給見込額等に基づき、当事

業年度の負担に属する額を計上している。

ハ．貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収

不能見込額を計上している。

（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

イ．消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

令和 ５ 年度　　注　記



－25－

２．減損損失に関する注記

　当事業年度において、次の資産グループについて減損の兆候を認識した。

　水道事業に使用している固定資産は、その全てが一体となってキャッシュ・

フローを生成していることから、原則として全体を単一の資産グループとして

いる。また、遊休資産については個別資産ごとにグループ化している。

　上記資産グループは、取得後に用地の一部が公園として都市計画決定された

り、河川保全区域に指定されたことなどにより遊休資産化したため、減損の兆

候を認識している。

　なお、固定資産税評価額を基礎として算出した正味売却価額が帳簿価額を上

回るため、減損損失は認識していない。

３．キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　重要な非資金取引の内容

　当年度、受贈財産として計上した資産の額は、２０，２２４千円である。

４．その他

（１）退職給付引当金の取り崩し

　当事業年度において、退職手当の支給に充てるため、退職給付引当金

４，７６６千円を取り崩すこととする。

（２）賞与等引当金の取り崩し

　当事業年度において、職員の期末・勤勉手当の支給及びそれらに係る法

定福利費の支払いに充てるため、賞与等引当金１０，５３５千円を取り崩

すこととする。

（３）貸倒引当金の取り崩し

　当事業年度において、債権の不納欠損による損失を処理するため、貸倒

引当金２，０９４千円を取り崩すこととする。

泉大津市板原４０２－１他７筆

用　途 種　類 場　所
遊休資産

（配水場用地） 土地
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令和５年度泉大津市水道事業会計予算に関する説明書
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他 会 計 負 担 金 △ 538

受 託 工 事 収 益

水 道 事 業 収 益

収 益 的

増 減
予算額

款 項 目
本年度 前年度
予算額

千円 千円

△ 55,825

千円

△ 45,929

△ 41,367

営業外収益 △ 4,562

営 業 収 益

その他の営業収益

給 水 収 益

受 取 利 息 △ 623

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

加 入 金

△ 264

△ 120

△ 6,015

雑 収 益
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営業収益（款） 水道事業収益 （項）

雑収益

郵便料金委託業者負担金

受 託 料

短期貸付金利息等

他 会 計 補 助 金 福祉料金実施に要する補助金

児童手当に要する経費

仮設工事等負担金

メーター使用料

納付証明手数料

竣工検査手数料

指定業者認定手数料

受 託 工 事 収 益

収 入

各 目 明 細
節 金 額 備 考

千円千円

料 金 収 益 水道使用料

手 数 料 設計審査手数料

下水道使用料徴収業務受託料

指定業者更新手数料

貸 付 金 利 息

人件費等負担金

他 会 計 負 担 金 消火栓維持管理費等負担金

加 入 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他 雑 収 益

不 用 品 売 却 収 益
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千円

水 道 事 業 費 用

収 益 的

款 項
予算額

△ 11,182

本年度 前年度
予算額

増 減

千円千円

営 業 費 用 △ 4,866

目

原 水 及 び 浄 水 費
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千円

厚生年金保険料

時間外勤務手当

期末勤勉手当

支 出

節

給 料

共済組合補給金

地域手当

金 額

特殊勤務手当

扶養手当

備 考
各 目 明 細

手 当 等

通勤手当

千円

消耗品費

雇用保険料

3人

賞与等引当金繰入額

公務災害補償基金負担金

法 定 福 利 費

公用車用燃料費

（項）

水質分析業務委託料

燃 料 費

（款）

光 熱 水 費 下水道使用料

委 託 料

水質分析検体搬送業務委託料

施設運転管理業務委託料

職員健康診断手数料

営業費用

修 繕 費 水質試験機器等修理費

水道事業費用

備 消 耗 品 費

手 数 料
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千円
予算額

款 項 目
本年度 前年度
予算額

配 水 及 び 給 水 費

千円

増 減

千円
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地域手当

大阪広域水道企業団受水費

扶養手当

通勤手当

住居手当

消耗品費

賞与等引当金繰入額

手 当 等

法 定 福 利 費

燃 料 費

次亜塩素酸ナトリウム

備品費

営業費用

公用車用燃料費

雇用保険料

労働保険料

（項）

共済組合補給金

千円
金 額

給 料

薬 品 費

時間外勤務手当

水質試験薬品

備 考節
各 目 明 細

特殊勤務手当

千円

公用車修理費

4人

備 消 耗 品 費

（款） 水道事業費用

公務災害補償基金負担金

自家発電用燃料費

期末勤勉手当

厚生年金保険料

受 水 費
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款 項 目
本年度 前年度

増 減

千円 千円
予算額 予算額

千円
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各 目 明 細
金 額節

給水装置台帳等印刷費

占用料

備 考

場内廃棄物処分手数料

水道施設管理業務委託料

水道施設警備業務委託料

電気機械設備等保守点検業務
委託料

漏水修理等待機業務委託料

給配水管漏水修理費

電信電話料金

消火栓維持管理費

路面復旧工事費

施設修理費

公用車修理費

水道情報管理システム機器
賃借料

メーター等修理費

修 繕 費

水道情報管理システム業務
委託料

郵便料金

給水装置窓口業務等委託料

千円

委 託 料

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

漏水調査業務委託料

千円

手 数 料

（項）

劣化診断業務委託料

配水管・給水台帳整備業務
委託料

電気機械設備修理費

請 負 工 事 費

賃 借 料

営業費用（款） 水道事業費用
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千円千円

業 務 費

受 託 工 事 費

千円
予算額 予算額

款 項 目
本年度 前年度

増 減
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委 託 料

手 当 等

備 消 耗 品 費

節

公務災害補償基金負担金

千円

（款）

負 担 金 及 び 交 付 金

厚生年金保険料

共済組合補給金

消耗品費

法 定 福 利 費

水道事業費用

設計業務委託料

配水管修繕工事等材料費

舗装復旧用ボックス類調整
材料費

時間外勤務手当

電力料金

（項）

施設保守用材料費

住居手当

賞与等引当金繰入額

給 料

期末勤勉手当

自動車損害賠償責任保険料

手 当 等

集合住宅平型メーター設置費用助成金

動 力 費

請 負 工 事 費

材 料 費

千円

保 険 料

公 課 費

営業費用

2人

時間外勤務手当

配水管仮設工事費

管理職手当

地域手当

通勤手当

各 目 明 細
金 額 備 考

自動車重量税
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千円 千円 千円

款 項 目
本年度 前年度

増 減
予算額 予算額

総 係 費 △ 6,016
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手 当 等

無線検針システム改修業務

水道料金計算業務等委託料

労働保険料

備 考

水道料金徴収業務委託料

雇用保険料

節

水道料金収納等業務委託料

自動検針共同センター委託料

地域手当

水道事業費用（款）

金 額
千円

消耗品費

（項）

水道料金納入通知書等印刷費

営業費用

各 目 明 細

千円

公用車用燃料費

賃 借 料

給 料

市外給水助成金

8人

委 託 料

負 担 金 及 び 交 付 金

テレメータ検針業務ＷＥＢ
クライアント月額利用料

郵便料金

料金調定システム保守点検等
委託料

電信電話料金

口座振替業務委託料

扶養手当

住基システム賃借料

使用水量・料金等のお知らせ
印刷費

上下水道料金調定改修業務

備 消 耗 品 費

通 信 運 搬 費

印 刷 製 本 費

燃 料 費



－40－

款 項 目
本年度 前年度

増 減
予算額 予算額

千円 千円 千円
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住居手当

節

管理職手当

千円 千円

普通旅費

労働保険料

旅 費

印 刷 製 本 費

退 職 給 付 引 当 金
繰 入 額

金 額
各 目 明 細

期末勤勉手当

時間外勤務手当

通勤手当

備 考

児童手当

汐見倉庫クレーン点検業務
委託料

法 定 福 利 費

厚生年金保険料

プロバイダー契約料

通信機器電波使用料

帳票類等印刷費

電信電話料金

備品費

消耗品費

営業費用

共済組合補給金

賞与等引当金繰入額

雇用保険料

公務災害補償基金負担金

備 消 耗 品 費

委 託 料

（款） （項）

郵便料金

水道事業費用

通 信 運 搬 費
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千円千円 千円

款 項 目
本年度 前年度

増 減
予算額 予算額
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汐見倉庫等清掃作業委託料

廃棄物処分委託料

庁舎管理負担金

研 修 費

職員厚生会助成金

電子複写機賃借料

（款） 水道事業費用

千円

危険物取扱者試験受験等
手数料

公営企業会計システム保守
委託料

金 額

事務機器等修理費

全国市有物件災害共済
分担金

自動車損害賠償責任保険

水道協会等負担金

災害用備蓄水共同制作
負担金

人件費等負担金

水道施設賠償責任保険

（項） 営業費用

申請手数料

負担金及び交 付金

保 険 料

駐車場使用料

インターネットサービス
利用料

決算書作成に関する業務
委託料

研修参加負担金

研修旅費

公用車修繕費

修 繕 費

公営企業会計システム使用料

賃 借 料

手 数 料

千円
備 考節

各 目 明 細
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千円 千円

款 項

営業外費用

目

雑 支 出

減 価 償 却 費

消 費 税

千円
予算額

支 払 利 息

資 産 減 耗 費

予 備 費

予 備 費

本年度 前年度
増 減

予算額

△ 32,244

△ 916

△ 6,000

△ 6,316
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（款） 水道事業費用 （項） 営業費用

節

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

貸倒引当金繰 入額

備 考
各 目 明 細

庁舎利用権減価償却費

消費税及び地方消費税

工具、器具及び備品減価
償却費

千円
金 額

固 定 資 産 除 却 費

構築物減価償却費

建物減価償却費

自動車重量税

千円

請負工事賠償責任保険料

雑支出

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

メーター減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

雑 支 出

予 備 費

消 費 税

企 業 債 利 子

たな卸資産減 耗費

加入金還付

公 課 費
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千円

他会計長期貸付金
償 還 金

建設改良費

款 項 目

資 本 的 支 出

投 資

工 事 負 担 金 △ 61,850

工事負担金

資 本 的

予算額

企 業 債

△ 61,850

款 項 目
本年度 前年度

増 減
予算額

千円 千円 千円

企 業 債

資 本 的 収 入

他会計負担金 △ 3,168

他 会 計 負 担 金 △ 3,168

予算額 予算額
千円 千円

前年度本年度
増 減

資 本 的

事 務 費 △ 426
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（項） 企業債

賞与等引当金繰入額

資本的収入

病 院 事 業 会 計
長 期 貸 付 金 償 還 金

節 金 額

（款）

2人

工 事 負 担 金

収 入

節 備 考
各 目 明 細

金 額
千円 千円

建設改良費等の財源に充てるための企業債水 道 企 業 債

配水管布設替工事負担金

消火栓設置費負担金他 会 計 負 担 金

各 目 明 細

千円 千円
備 考

支 出

給 料

手 当 等 地域手当

管理職手当

時間外勤務手当

扶養手当

期末勤勉手当

住宅手当



－48－

千円 千円 千円
予算額 予算額

款 項 目
本年度 前年度

増 減

△ 59,154堺泉北港水道施設費

施 設 整 備 費

配 水 管 整 備 費

企業債償還金

企 業 債 償 還 金

営 業 設 備 費
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建設改良費（款） 資本的支出 （項）

メーター費

備 考
千円千円

節 金 額
各 目 明 細

賃 借 料

備品費

公務災害補償基金負担金

消耗品費

請 負 工 事 費

設計業務委託料

請 負 工 事 費

委 託 料

配水管布設替工事費

委 託 料

メ ー タ ー 費

固 定 資 産 購 入 費

企業債償還元金元 金

工事監理業務委託料

委 託 料

工事積算システム機器等賃借料

測量及び設計業務等委託料

補 償 金

災害対策関連機器購入費

配水管布設工事費

路面復旧工事費

水質測定用機器購入費

配水管工事に伴う補償金

工具器具備品等購入費

無線検針システム購入費

機械設備購入費

法 定 福 利 費 共済組合補給金

備 消 耗 品 費
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平成 6. 円 円 円 円 円

平成 8.

平成 8.

平成 9.

平成 9.

平成 9.

平成 10.

平成 10.

平成 10.

平成 11.

平成 11.

平成 12.

平成 12.

平成 13.

平成 13.

平成 14.

平成 14.

平成 15.

平成 15.

平成 16.

平成 16.

平成 16.

平成 17.

平成 18.

平成 18.

平成 18.

平成 19.

平成 19.

平成 19.

平成 19.

平成 20.

平成 20.

平成 20.

平成 20.

平成 21.

平成 21.

平成 21.

平成 22.

平成 22.

平成 23.

平成 23.

平成 24.

平成 25.

平成 26.

平成 27.

平成 28.

平成 29.

平成 30.

平成 31.

令和 2.

令和 3.

令和 4.

令和 5.

　3．25 2.2

2.0

同 　3．25 地方公共団体金融機構 0.5

同 地方公共団体金融機構　3．25

企 業 債 明 細 書

　3．22 地方公共団体金融機構 2,423,591 2,423,591

2.9

　3．25 10,134,413 3,264,9083.4

種 類
発 行

年 月 日
借 入 先 利 率

借 入 額 償 還 所 要 額

当 初 令和4年度末現在

上水道整備事業

元 金 利 子 元 利 合 計

同 　3．24 地方公共団体金融機構 0.5 81,300,000

1.6

0.5

財 務 省 112,000,000

59,233

5,013,853 137,667

671,6852.8

財 務 省 60,000,000

5,151,520

2,482,8243.25 40,000,000

5,013,85384,000,000年3.65%

317,052 3,581,960

同

同 　3．25 財 務 省 121,400,000 25,506,462 6,113,171

同

1,989,815

6,784,856

同 　3．28 地方公共団体金融機構 61,300,000 7,082,869 3,490,456 180,280 3,670,736

5,781,380

9,077,576 2,959,900 183,516 3,143,416

同 　3．28 地方公共団体金融機構 2.85 17,300,000 49,771 1,030,602980,831

2.1

同 　3．25 地方公共団体金融機構 2.15 11,500,000

地方公共団体金融機構 56,500,000

同 　3．25

1,839,380 600,062 36,340

5,235,310 546,07027,305,316

同

636,402

同 　3．24 地方公共団体金融機構 67,300,000 14,141,452 3,425,363 279,081 3,704,4442.1

同 　3．25 財 務 省 102,700,000 29,739,347 4,701,3462.1 599,974 5,301,320

同 　3．22 地方公共団体金融機構 38,000,000 9,799,528 1,882,685 186,623 2,069,308

同 　3．27 財 務 省 62,000,000 20,569,119 2,765,9572.0 397,621 3,163,578

同 　3．26 財 務 省 38,400,000 13,987,360 1,652,466 217,214 1,869,680

同 　3．29 地方公共団体金融機構 1.7 41,600,000 12,458,164 1,989,490 203,370 2,192,860

同 　3．22 地方公共団体金融機構 2.2 30,100,000 10,809,524 1,444,727 229,907 1,674,634

同 　3．25 財 務 省 2.2 39,900,000 16,927,565 1,720,481 362,995 2,083,476

同 　3．25 財 務 省 1.2 38,500,000 16,793,132 1,590,353 196,761 1,787,114

同 　3．25 地方公共団体金融機構 1.35 36,500,000 13,994,510 1,668,053 183,315 1,851,368

同 　3．23 地方公共団体金融機構 1.9 132,400,000 58,748,586 6,044,867 1,087,647 7,132,514

同 　7． 6 財 務 省 2.1 131,900,000 66,563,552 5,439,180 1,369,428 6,808,608

同 　7． 9 地方公共団体金融機構 2.1 14,700,000 6,604,050 673,978 135,166 809,144

同 　3．30 地方公共団体金融機構 2.1 24,800,000 12,255,071 1,113,544 251,540 1,365,084

同 　3．27 財 務 省 2.1 73,500,000 42,967,071 2,906,904 887,126 3,794,030

同 　3．30 地方公共団体金融機構 51,700,000 27,675,417 2,273,150 542,200 2,815,350

同 　3．30 地方公共団体金融機構 38,300,000 20,502,292 1,683,978 401,668 2,085,646

同 　3．26 財 務 省 2.1 342,900,000 213,735,759 13,281,226 4,419,090 17,700,316

同 　3．26 財 務 省 2.1 22,200,000 13,837,661 859,852 286,100 1,145,952

同 　3．29 地方公共団体金融機構 2.15 252,800,000 147,276,599 10,881,493 3,108,271 13,989,764

同 　3．29 地方公共団体金融機構 2.15 449,200,000 261,695,600 19,335,311 5,523,083 24,858,394

同 　3．25 財 務 省 2.1 535,600,000 354,165,170 20,316,020 7,331,366 27,647,386

同 　3．25 財 務 省 2.1 39,000,000 25,788,726 1,479,322 533,838 2,013,160

同 　3．28 地方公共団体金融機構 2.05 208,200,000 129,503,493 8,788,767 2,610,009 11,398,776

同 　7．28 財 務 省 2.2 217,800,000 144,632,939 8,236,089

同 　3．25 財 務 省 1.9 21,700,000 15,038,864

16,147,722 872,464 302,682 1,175,146

3,136,875 11,372,964

812,553 281,897

地方公共団体金融機構 1.9 32,400,000 21,367,410

1,094,450

同 　3．25 財 務 省 1.9 23,300,000

1,345,800 399,618 1,745,418

同 　3．25 財 務 省 2.1 18,900,000 13,887,261 687,567 288,041 975,608

5,588,536

同 　3．25 地方公共団体金融機構 2.1 42,500,000 31,227,967 1,546,115 647,713 2,193,828

同 　3．25 財 務 省 1.9 155,000,000 118,704,222

同 　3．30 地方公共団体金融機構 1.9 19,000,000 14,550,840

財 務 省 1.7 92,000,000 73,331,586

958,274

2,228,960 7,817,496

685,047 273,227

3,299,940 1,232,672 4,532,612

同 　3．25 財 務 省 1.5 110,000,000 91,159,179 3,940,062 5,292,730

同 　3．25 財 務 省 1.4 79,000,000 68,136,106 2,812,030 944,098 3,756,128

2,156,742

1.2同 　3．25 財 務 省 25,000,000 22,379,578

3,091,586 3,463,542

50,000,000 48,140,473

265,880 1,160,464

1,870,700 286,042

合 計 5,181,700,000 3,222,379,121 186,867,178 52,104,521 238,971,699

2.0

2.0

0.6同 　3．23 地方公共団体金融機構

同 　3．25

同 　3．26

3,692,342同 　3．26 地方公共団体金融機構 0.6 85,600,000

同 　3．26 地方公共団体金融機構 0.3 83,000,000

1,352,668

371,95675,162,951

508,832

894,584

50,000,000 50,000,000

249,000

610,000

0 250,000 250,000

1,400,000

83,000,000

0同 　3．24 地方公共団体金融機構 0.7 200,000,000 200,000,000

0

財 務 省　3．23

1,400,000

122,000,000

85,600,000 3,183,510

0 249,000

610,000122,000,000

0 3,549,353同 　3．23 地方公共団体金融機構 1.2 297,000,000 297,000,000 3,549,353


